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ネットスーパーの動向と中小食品スーパーの対応に関する研究
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6.おわりに

1 .はじめに

1989年から商用利則が始まったインターネッ

ト1}は、その入り口となる情報端末がパソコンか

らタブレットそしてスマートフォンへと進化する

につれて、我々の生活に不可欠なものになりつつ

ある。今やインターネットは政治、経済、教育そ

して我々の消費生活等を支える国内外にわたる社

会基盤としてその役割には極めて大きなものがあ

る。

寺島和夫

インターネットの普及に伴い大きく変化したも

のの一つにネット上での買い物、いわゆるネット

ショッピングに伴う消費者の購買行動がある q イ

ンターネットの利用が広まりだした1990年代半ば

頃からその可能性についての議論や中小小売業者

を中心とした実験的な取り組みは始まっていたが、

2000年に入ってからは大企業による本格的な参入

が始まり、市場の拡大に勢いがついた。さらに、

その後はインターネットへのアクセスがそれまで

のパソコン中心から、操作が簡単な携帯電話、タ

ブレット端末そしてスマートフォンへと移り変わ

るにつれて、インターネット利用者も男性や若者

中心から主婦や高齢者も含めた幅広い層へと浸透

してきた。その問に、コミュニケーション手段が

メール中心から SNS中心へと変化してきたこと

も、インターネットの普及およびネットショッピ

ングの拡大に大きく貢献したと思われる。気軽に

ネットショッピングを利用できる環境の成熟と消

費者のネットショッピング利用に対する心理的抵

抗感が薄れつつある。

消費者の購買行動に大きな影響をもたらしたも

う一つの要因として、消費者自身の変化がある。

少子高齢化の進展、働く女性の増加、単身世帯の

増加などに伴い、効率的に買い物を済ませたい、

重いものを持ち帰りたくない、ほしいと，思ったと

きにすぐに入手したい、買い物に出かけ難いため

代行サービスを利用したい、などといった多様な

ニーズの高まりがみられるようになった。また、

働く女性の増加や高齢化の進展は、外食・弁当・
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調理済み食品の購入など家事の外部化志向の強ま

りにもつながっている。さらに、 2016年4月から

施行される女性活躍推進法2)はそのような傾向を

さらに強めるのではないかと推察される。

一方、日本が人口の伸び悩みから減少の時代に

入り、購買力の拡大が望みにくいという要因もあ

り、小売り流通において構造的な変化が進行して

きている。全国の小売事業所数はピークの1982年

には172万を超えていたが、その後減少に転じ、

直近の2014年調査では102万強 (1982年比59.5%)

にまで減少してきている。その主な要因は従来型

の専門庖や中心庖の衰退であるが、かつて小売り

の主役であった大型総合スーパーも例外ではない。

一方で、コンビニエンスストアの成長が著しい。

また、衣料やドラッグストア等の新しい専門庖チ

ェーンの台頭もみられる。

以上のような状況の中で、小売流通における成

長分野として期待されている一つがネットショッ

ピングである。本研究ではネットショッピングの

中でも特にネットスーパーを取り上げたい。ここ

で、ネットスーパーとは、インターネットなどで

注文を受け付けて、注文を受けた商品を脂舗また

は専用のセンターでピックアップして、顧客に配

達する形式のものを言う。

本研究の目的は以下の点にある。ネットショッ

ピングは、これまで書籍、楽曲、ゲーム、ビデオ

など、デジタルとの親和性が高い商品やサービス

を中心に市場の拡大を牽引してきた。一方、食料

品、特に生鮮食料品では鮮度を重視する日本の慣

習から、実物を手に取り日で確認したいとの消費

者が多く、市場の拡大は期待されるほどではなか

った。しかし、今後はいよいよ本格的な普及段階

に入って行くことが予想される。本研究ではその

動向をたどるとともにその可能性を探ることを目

的としている。さらに、小売流通においては常に

厳しい戦いを強いられてきた中小小売であるが、

本格的なネットスーパーの時代を迎えるにあたっ

て、中小食品スーパーの対応について検討するこ

とも目的としている。
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2.食料品小売業の動向

1991年以降の商業統計結果から食料品販売に関

連する業態3)について事業所数及び年問販売額を

整理してみたのが表l、表2である。それらによ

れば、日本の小売業の事業所数は最も多かった

1982年の約172.2万か所に対して2014年には102.5

万か所へと、 59.5%の水準まで落ち込んでいる

(1991年を基準とすると 63.8%、図1参照)。年間

販売額でも、ピークであった1997年の約147.7兆

円に対して2014年には約122.2兆円と、約82.7%

の水準まで減少している (1991年を基準とすると

85.9%、図2参照)。

業態別では、かつて日本の小売業の成長を支え

てきた総合スーパーであるが、 90年代には日米通

商殿擦の影響もあり、事業所数、年間販売額とも

拡大したものの、一方で業績に陰りが見えてきて

いた。 2000年代に入ると専門庖チェーンの台頭に

伴い、事業所数、年間販売額とも下降に転じ苦戦

を強いられるようになった(図 1、図2参照)。

最近では、ユニ一、イトーヨーカドーなどが不振

庖の大量閉鎖に踏み切る動きもみられる 4)。

一方、コンビニエンスストアは直近の2014年度

では前回を下回ったものの、 1991年以降事業所数、

年間販売額とも大きく伸長した。また、食料品

スーパーもコンビニエンスストアほどではないも

のの、 1991年以降よく似た傾向を示してきた。

これに対して、中小小売庖が多数を占める食料

品専門応・食料品中心!苫では、事業所数、年問販

売額ともほぼ一貫.して減少している。減少幅は、

食料品専門応の事業所数で68.7%、さらに食料品

中心街では72.2%にも達している(図 l、図2参

照)。この20数年で2/3---3/4の事業所が姿を消し

たということになる。その結果、小売業全体の事

業所数が減少する中で、これら 2業態の減少が際

立っている(図3)。

総合スーパーを除く 4業態の最近20数年の成長

性について、事業所数、年間販売額を軌とする成

長性の空間上に配置してみると、コンビニエンス

ストアの成長性の高さと、食品スーパーの堅調さ

に対して、食料品専門庖と食料品中心庖の低迷と

いう特徴を明確にとらえることができる(図4参
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表 1 業態別事業所数 (全国計、食料品関連業態を抜粋)

小売業計
可~tじk. t「21h 食料品 コンビニエ 食料品 食料品
スーノマー スーノマー ンスストア 専門庖 中心j占

1991年 1，605，583 1，683 14，761 23，837 297，015 212，146 
1994イド 1，499，948 1，804 16，096 28，226 263，681 185，509 
1997年 1，419，696 1，888 17，623 36，631 230，163 154，736 
1999年 1，406，884 1，670 18，707 39，561 249，287 131，465 
2002年 1，300，057 1，668 17，691 '11，770 204，171 140，172 
2004年 1，238，049 1，675 18，485 '12，738 190，788 132，299 
2007イド 1，137，859 1，585 17，865 43，684 176，575 98，998 
2014年 1，024，881 1，413 14，768 35，096 93，017 58，933 

表2 業態別年問販売額 (単位 :百万円、全国計、食料品関連業態を抜粋)

小光業計
不:，r，.言L、!ノ日¥l 食料品 コンビニエ 食料品 食料品

スーパー スーノマー ンスス トア 専門応 中心!吉

1991 年 142，291，133 8，495，701 11，296，961 3，125，702 1 1，291，595 9，590，821 
1994.11ミ 143，325，065 9，335，933 13，197，669 4，011，482 10，451，550 9，429，665 
1997イI~ 147，743，116 9，956，689 14，768，131[ 5，223，'104 8，810，520 7，767，134 
1999年 143，832，551 8，849，658 16，747，995 6，126，986 9，206，841 6，680，212 
2002年 135，109，295 8，515，119 15，903，759 6，713，687 7，410，264 6，777，101 
200411': 133，278，631 8，406，380 17，046，99LI 6，922，202 7，023，157 6，363，561 
2007年 13LI，705，448 7，446，736 17，106，265 7，006，872 7，218，837 5，388，816 

20141下 122，176，725 6，013，777 15，375，413 6，480，'175 3，519，613 3，870，715 

2∞.0 
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ー-・一一コJピニエンスストア 貴H8l.珂門尽 -ー-ー食料品中也、尼

図1食料品関連業態別事業所数の推移 (1991年基準)
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図3 食料品関連業態の事業所数の変化
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!!¥O 0 Windo¥Vs95の牧場によりインターネットへのア

3.ネットショ ッピング市場の成長

I;ij首jでみたように、日本の小売業は1991{I'以降、

総体として、 }li.J~所数 、 イ1".川 l以 ~I~智i ともに減少傾

向であった。これに対して、通訂版光、とりわけ

新たなintisHi刊行で・あるネットショッピングがどの

ように1ft移してきたであろうか。

3.1.通信販売市場の拡大

まず、 ネットショッピングを合む:i!f!i，~;l仮ゾじであ

るが、(社)il.-1.:jlli{;1l仮完協会によると、2004年1ft

市場脱税(11(~定値) は3.04兆円であったものが、

その後年平均成長不 7.3~ちで拡大し20 14年度には

6.日兆1'1(述甘Hrft)と1ft定されている 5'0"iIJUJIIII 

の尚業統計による小売業計の年間販売額は2004年

が133.28兆j11、2014年は122.18兆円とマイナス成

長であった(ぷ2参!!日)。年度と年という集;t!.!り1

1111の述いはあるが、小先!収光好iに対する辿{訂版必

のjヒネは 2.28$ぢ(2004年)から 5.03%(2014年)

へと拡大法，JI.J(こあると推定される。

3.2. ネットショッピング市場の拡大

インターネットの商用利用のI)rl始に加えて

ク七スが広まったことから、90"1'代三r:ぱころから
パソコンj副，?やインターネットを手1I川したオンラ

イン ・ショッピングカ九七11されるようになった。

叩k\・は、 JIJUnt1tを餓仇:するというよりは、~lIrdi

のli'J1 '.や 1，\市11ì.ìlli 'i~\' ノウハウのllx. 1~: などの'X験的な

取り高Ilみが小心であった(j)。その後2000{1'Itに人

ると、ソニー、松ド¥[1出産業 (パナソニック)、

七ブン ・イレブンなどの大食業がそれまでの・j}'!.!T¥

な姿勢を似じてサイバー ・ビジネスやインターネ

ット ・ショッピングに参入を始めたことから、作

l止に'Jii(みがついた。

『‘Îh比2711:.m，i i'，'i 干I1 jllii，.j( I~ 'b によると 、イン

ターネットの1'IIJII(立、2002'.1"-に全体千均で53.2匂

であったものが、その後全年代で IJ'I.し、2014年

には77.9'ちにまで 1'.対した その1111に、 10代から

40代の・行い人たちは L0096近くが平IIJIJするように

なるー)j、シニアやシル;<:-h"1の人たちも 4000

I;ij・1をと大中iJにヰ1I川半が向上した (1';(16参!!(!，)。 全

年代での1'11川市が 100%に近づくのもそう述くは

ないと思われる

インターネットヰIIJIIのJI~ まりに f'l'い 、 ネットシ

ョッピングの1'11111もこの10数年で大きく 1'1'びた

(i'xl 7参!!(O l，ill'I"'):によると、全体千均で2002{F-

には7.090だったものが、 2014'.ドには32.190にま

インターネット利用率の向上(2002""2014年)

1∞.0 

80.0 

60.0 

40.0 

20.0 

。。
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図8 ネッ トショッ ピング利用率比率の変化

で仁川している。30代を'"心にネ yトシ ョッピン

グのflJJIIがさかんになっていると同時に、シニア

やシルバー府でもヰIJ川が広まっている。

インタ ーネットのflJJIJ咋:を分l主としたネ ットシ

ョッピングのflJJIJ比3私という点からみると (凶8

参mo、2∞2年には70代を除いて各年代とも 1090
1!iiで大きな差はなかったが、 2014年には30-50代
を中心、に40%liirl去に山まっているのに加えて、

60ftでも 25%f'iU立の利ITIがある。

ネットショッピングの利用不については、 IdJri 

Jiでかなり傾向の児なる託手lもぶされている(同
9参11ヨ) それによれば、全体の利川市は i2.2%

にも上っている 年代別でもすべての年代で

605'0を上1111るとともに、むしろ年代の，..;j1_，、人の

ほうがよく flJJIJしているという結果になっているc

このように、ネットショッピングの平IJJII ~)(i兄は明

隊にはとらえにくいが、今後よりー肘、利用者の

噌加が見込まれることは!，J.l.f~(こ 'xft くない
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図10 BtoC型 EC市場規模、 EC化率の推移
II\!)I~) r.，伝子商取引にIM，Iする市場調子tJj仰向必業'ti ( 、|乞J&27{ド 5 )~)、P.l~i"に 1，!;づき作成

3.3. EC市場規模の拡大

rm子jfij取引に|刻するj¥I/，j査報告i!r-J (経消産業
省)では、U本における ECの市場規模と EC化

率が何年発表されてきている (医110参照)。

そのうち、ネットショッピングにかかわる

BLOC 型の EC市場規模 (総計)は、 2005年時点

では3兆4.560億円であったが、2014年には12兆
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7.970億111へと3.71音以上に鋭、大している。また、

BtoC Jf~! EC di場の I~Iでも 、小売業の市場:脱税は

2005年の l兆7.1001:引L]から2014年には6兆8.045

億円 (2005年に対して約4倍)に成長している。

BLOC 型 EC市場に r1iめる小売業の割合は、2005

年度に49.596から2014年度に53.296へと高まりを

比せている。その111]の尚按統計による小売計の年
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間lV~光初、は200-!年の123~主8.049億円から 2014:'[てに

は102兆4.881億円へと 179o以上の減少をぶしてい

る。そのため、商業統計の小売品十年11:1販先制に対

する stoC型EC市場の小売業販売苛!の比中はがJ
1. 4 S{)から6.6%へと高まっていることになる

rl正予防取引に|刻する市場調査報作i1rJにおいて

も、小光栄吉l'(物j坂系分野)のEC化水は2006イ1:.

の 1.259oから2014年には4.3796にJ-.:1I'，していると

されている。いずれにしても、 stoC型ECdiJ必
の小必 (物販系分野)をネ y トショッピングdiJ坊

とよLた場合、その成長性は高いものの、現状では

小光全体に対する比率は5-796程度の水中にあ

ると ~(t定される。

このようにネ ットでの購入は噌加しているが、

一方でリアルJ.litl1iでの購入は依然として小ゾじりの

小心である。なぜ尖j市舗を利川するのかについて

は、「実際の街品を見たいからJrJ丙L!の説明をIJH

きたし、からJr実応6i!iの方が信頼できるからJr下

lv:ぃサポートを受けたいからJIが iミなJ!I!111にな
っている

その点は、ii'iPl者の商品別の購入先に明確に)(

れている(凶11参f!H)8)、ネットショ yピングで

よく l!昨入ものとしては、rCD/DVD/sD傾Jr本」

「小型家屯JrpCJ r切符 ・チケ yト」など、デジ

日
本

タルとの親和性が高い、あるいはネットで鱗入し

ても災前f.i/iで購入しでも商品の機能や品質のパラ

つきが少ないものが中心である。反対に、リアル

J，¥fr.mでよくJ!持入されるものとしては、 rft r'JI'Jj r ~'ji~ 
l'i 11 JI J.'JI'Jj等、 l!佐賀級皮が高〈単価liがjl~ く、近

くのなじみの!苫で購入することが多い、いわゆる

J'li ~~:品タイプの，~~品で、ある 。 次いで、災前f.，1ìで‘よ

くllJt人されるのは、「薬Jr:tj日7U話Jr大河~，家'，t1J

r k~世家 J~.Jなと1市只のカウンセリング ・十11談 ・

，;SVVJが必裂なもの、配送 -設ii'i:.設定などのサー

ビスがlT~~な商品で‘ある 。

以卜.のように、ネットスーパーとの|見，J:iiliが強い

iはかり品、特に「食品」についてはまだまだ実山

舗での購入が中心になっている。そのため、低迷

する小光業の中で成長が期待されるネットスー

パーではあるが、これまでのところそれに卜分に

応える結果にはなっていない。

その点を販売データからとらえてみると、まず

stoC型EC市場のrl-'に占める食料品の!坂光簡は

200911'で3.770億円であったものが、 20141fには

1 ~t 1.915 f:Q~ lll (2013年度に行われた分知変更後

の念館)になっている (同10参moostoC!日EC
r/i lJ~の小 52 に，I i める食料品の比ギは 2009年の

l1.296から2014年には17.596へと日まっている。

60 90 
(96) 

図11 商品別の購入先 (ネット、実庖舗)

，'I'.Illl) rτ1"1&26 ir: I~i 1'1'1判liillf.f'"，'::J、p.189よりづ|π!
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「 小売業のEC化率
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図12 小売業の EC化率の推移

1 1\ 91~ ) r'h'1村lj凶1，1i' 1 ，r~J を)，~に f~"Jli:

しかしながら EC化3容においては、食料・11JI小光栄

は他の耐品と比べて低く 、2013年にようやく l匂

を超えたに過ぎない (1:;(110、|支112参照) このよ

うに食料品の EC化率が依い理山としては、先に

見た実I，~舗のflJ川里li山に加えて 、 もともとなじみ

の山での購入が小心であること、食料品のilij，品脱
税がもともと大きいこと、そして生鮮食料品では

鮮度が.iIU見され実物を日でよLて ・手にとって購入

し短時間で出世する傾向が強いこと等が、ネット

ショッピング作及のバリアーになっていたl自があ

ったと考えられるc

しかしながら枇近では転問ーが多くなっているた

めなじみの役~lfIJがほ ド していることや、 1，山，If行i有命制舗11前Iìが大

型化しセルフ[版以7光tむ;プ方J式が_iぶi仁i流になり引1，iιi71μiとのf媛変妥昆ヨ二イE.'.I

カがf少なくなつていること 、 大J.f，~1市のイメージや灯

頼性のli'J1・.、きめ刻11かな配送il寺 IIIJ~rh:の設定や短Ik~:

IIIfでの配送サーピスの民間などにより 、徐々にネ

ットスーパーが受け入れられやすい環境が狭いつ

つあるように思われる。
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4.ネットスーパーの動向と問題点、

ネットスーパーへの取り組みとしては、1990{j:

(¥';の後JUJに)uE食品川、イーアンドカンパニ一、

点以ストア等、いくつかの先駆的な 'J ~例がみられ

た10)が、以ドでは、そのような段|併を続てネット

スーパーが広がりだしたと4-えられる2000年以降
を検.Hの対象とする。

4.1.記事検索の結果

11 続テレコンで200011'1 J-l 1 11から2015:!j=.12JJ

3111までのJUJIIIJを対象に "ネットスーパー"を

キーワードに 、 ，ì~'rH食索を行ってみると 1 .l80 f'l:

がヒットした。ただし、会社人事が54!午、 1:;(1火が

3('1:合まれたことから、それらを|徐くと11231'1:と

なるJ

ヒット ('1ニ欽を11:..1il成年別にみると(1究113参H(i.)、
ネットスーパーへの参入が相次いだ2000・2001{j: 

には40-50('1:1日J後と頻繁に取り1-.げられたが、そ

の後は20071j:. l1t まで i;~~J~は減少する そして、

2008年以降、11:.¥11段数が再ひ:'Wl1J11し2011. 20121jeに
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日経テレコン~.検索結果 :年別ヒット件数と初出件数{キーワード:ネシトスーパーl
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図 13 日経テレコン記事検索結果 (2000年 1月1日-2015年 12月31日)

表3 ネ ッ トスーパー別年別掲載記事数

年
filllli! IUt: ヨドーーカ イオン ずイzー セブン ローソン イズミヤココデスフレッウスアサンヲスューー一・ 東急 目立ライ いかり オレンジ
事件敏 コレ アピ~ フ ライフ

2000 53 6 4 6 
2001 41 1 2 2 2 3 
2002 11 
2003 ，. E 

2004 4 l 

2005 9 
2008 11 2 3 
2001 29 2 2 

2008 49 4 3 2 2 
2009 1∞ 7 、s 2 3 5 
2010 125 3 11 3 2 4 3 
2011 113 9 、4 19 '3 4 3 a 2 
2012 160 3 ‘ 33 

9 5 2 14 3 

2013 141 8 3 16 4 3 2 6 3 2 
2014 114 3 5 11 5 3 
2015 63 7 2 a 9 
総計 1123 41 49 123 19 42 8 15 6 1 6 J8 18 3 2 

SEJYUドッ 7イワイ イオン ずイエーアイワイ ローソン イズミヤ サークル アピタ 軍急スト
いh、り

20180323現在 スーパー
ショップ名 トコム ネット スネーッパトースネーッ，トeー ネット フシレュッ 療費量マー Kオンライ 才.ット 7ネット ー オンライ

ケット M‘ ， スーdース-，<- ンショ・プ

圃 ピー トキハイ
卑 ライフ オーヲワ 百スーヤオヨーサミット.大丸 抱儀ロ-よしゃユアーズ:0:王スト~イヨーヨーヲベ遺書生スト カス‘ ンdリrースト 生悔，

パー 住腐コッヲ ゼン 7 ニマル 7 ミ コープ

2000 
2001 
2002 
2003 
2004 
2005 
2008 4 

2007 3 2 4 

2008 ‘a 2 9 

2009 3 3 8 4 ' 5 
2010 2 7 3 ' 2 2 2 12 
2011 s 5 3 2 7 

2012 2 6 3 2 13 
20日 5 13 
2014 2 4 4 3 2 9 

2015 1 2 6 

健計 5 22 7 5 32 3 17 11 5 4 4 80 

2031現60在32 ライフネッ 才、ット ネット関 YAOKO m .. ヲイヨー アイワイ 力スミヰッ
yヨツ7 トスースー11一酉スー ネνト 印刷.10 ネット ネット トスー
名 パー ォーヲワ パースーハ- ) エーパー パー
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は170~180件とピークを迎える。その後は減少傾

向にあるものの、記事数そのものはまだまだ多い

状況にある。

先行研究や雑誌記事などで取り上げられている

ネットスーパーに関する記事を掲載年別に整理し

てみると(表3参照)、ネットスーパー毎に取り

組みの開始時期とその後の活動期間をある程度見

ることができる。 2000年にいち早く着手したのは、

大手では"西友"であり、中堅・中小では“イズ

ミヤ"“ココデス"“フレックスアコレ"“サンク

ス"であった。そのうち、“ココデス"“フレック

スアコレ"については、 2016年3月22日時点で

Googleの検索でヒットしない。続いて、 2002年

に着手したのは大手では“イトーヨーカドー¥

中堅・中小では“ユニー"“東急"“目立ライフ"

であるが、“目立ライフ"は現在Googleの検索で

ヒットしない。図13には、ネットスーパーが初め

て掲載された年の集計結果も併せて示している。

それによると、 2002~2007年までは新たに取り上

げられたネットスーパーは 1{!牛にとどまるが、

2008~2010年には急増しており、ネットスーパー

開設の第2のブームがあったのではないかと推察

される。住商がセンタ-w.のネットスーパーを立

ち上げて話題になったのもこの時期である (2014

年10月に撤退)。その後は、記事の見出しからは

新たなネットスーパーは殆ど見られないように思

われる。これは、単なるネットスーパーの開設と

いうだけではニュースバリューが低下したことに

よるものではないかと推察することもできるし、

ネットスーパーへの参入を競う段階からビジネス

として競争の段階に入ったことを示しているとも

見ることができょう。

このように、ネットスーパーについては、その

成長性への期待から多くが設立されてきた。しか

し、先にも触れたように現在は撤退や閉庖に追い

込まれているところも少なくない。特に、中堅・

中小では半数に及んでおり、ビジネスとしての収

益性の厳しさがうかがわれるところである(表3

参照)。一方、近年業績を低下させている“西友"

“イトーヨーカドー"“イオン"などの大手総合

スーパーのネットスーパーに関する記事数は多く、

活発な展開が続いていることが伺われる。その結
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果、ネットスーパー市場は既に大手総合スーパー

による勢力が拡大しつつあり、中堅・中小にとっ

てはリアルの市場以上に厳しい競争の場になるで

あろうことは容易に推?n1Jできる。

4.2.ネットスーパーの問題点

一般に、インターネット上の応舗はリアル応舗

と比較して、消費者、流通業者に対して次のよう

なメリットを持つと言われている。

すなわち、ネット上の庖舗では、一般にリアル

の庖舗が抱えている立地に伴う商閤、応舗規模に

伴う在庫や品ぞろえ、営業時間などの制約を乗り

越えることができると言われている。例えば、ネ

ット空間であれば商閣は国内に限らずグローバル

に広げることができる、営業時間も24時間対応が

可能になる、応舗の棚に縛られずに品拍lijえを広げ

ることができる、必ずしも商品在庫を持つ必要も

ない、等を挙げることができる。

しかしながら、ネットスーパーでは脂綿型・セ

ンター型を問わず、顧客からの注文に応じて応貝

等が商品をピックアップして顧客に短時間で配達

するという方式が取られることから、純粋なネッ

トショップとは異なりリアル庖舗と同様に商閣、

営業時間、在庫負担などの制約から逃れられず、

ネット庖舗が持つ上記のメリットを発揮すること

がむつかしい面を持っている。

また、今のところ、日本のネットスーパーで採

算性を確保できているのはトーヨーカドー12)のみ

だと言われているように、その採算性の厳しさが

指摘されている。

一般にリアル庖舗では顧客が来!苫し、 j苫貝との

やり取りを通して商品を選択し、清算して持ち帰

るのが基本である。これに対して、いわゆるスー

パーでは“セルフ販売方式"を採用することで、

接客や商品選択、レジ業務などを省略あるいは顧

客側に依存することでコストを引き下げ、低利益

率での運営を追及してきた。食品スーパーも同様

である。しかしながら、ネットスーパーでは、こ

れまで消費者側が負担してきた商品の選択作業、

接客にかかわる業務、商品の持ち帰りなどの要素

を応舗側が負担する仕組みになっている。しかも

配達費も事実上無料になることが多く、費用負担
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表4 ネットショップのメリット111

消費者

庖舗までの移動が不要

商品の検索が脊易

メ
入手し離し、商品が入手可能

‘7 

ト

24時1111利用可能
応との双方向性

」 」一一一

の逆転を強いられことになる。すなわち、もとも

と低利益率を武器としてきた食品スーパーにとっ

て、収益構造上の基本的な問題を抱えているのが

現在のネットスーパーなのである。

さらに、低利益率を前提とする場合、大量の注

文で収益を確保(回定費を回収)せざるを得ない

が、ネットスーパーの場合、商品のピックアップ、

配送は人に依存する面が強いことから、大量の注

文への対応にはおのずと限界があるという矛盾も

抱えている。ちなみに現状では、大手の総合スー

パーでも 1日の受注件数は数十件程!変であると言

われている。ただし、今後は、 ITの発達により、

自動倉庫、クローンを使った配送等、現在の問題

点がクリアされる日も遠くないかもしれなし」

4.3.ネットスーパーをめぐる新たな動き

ここ数年、ネットスーパーに関連して、次のよ

うな新たな動きがみられる。

セブン&アイ・ホールデイングスが2013年8月

に実庖舗とネット庖舗を融合したオムニチャネル

をグループ戦略の中核に据えることを決定したの

を皮切りに、積極的なサービスを展開している。

例えば、ネットで注文したグループ各社の商品を

セブン・イレブンや自宅で受け取れるサービスを

開始する等、リアルとネットが述携して多様な

サービスを提供することで市j使性をi!?jめて市場へ

の没透を図ろうとしている13)。これは、先に触れ

たようにネットスーパーがネットショップとはい

流通業者

商圏はネットワーク全体

立地に制約されない

脂綿規模に左右されない

品揃えの制約からの1m放
出1古，運営コストのま=さ
小先への参入が容易

在庫負担.品切れリスクなし

陳列.カタログ制作配布不要

格差の縮小

大企業・中小企業問

大都市と地方問

その他

24時間営業
顧客との双方向性

利用者特性の把握が可能

うものの、リアルとしての性格を強く持つという

点を弱みではなく強みにしていこうとする取り組

みといえるのではないだろうか。

また、イトーヨーカドーや西友が、顧客の来庖

を前提とせず、施設内で調理可能で、素材や生鮮

食品も扱い配送するネットスーパー専用の倉庫型

庖舗(ダークショップ)の開発にも取り組んでい

るlhそれによってネットスーパーの課題である

商品のピッキングなどのコスト増要因を吸収しよ

うとしているc これもネットスーパーが抱える収

益性の問題点の打開につながるかもしれない。

アマゾンは、米国で“AmazonFresh"という

サービスで、生鮮食料品などを当日か翌日に届ける

サービスを展開しており、すでにネットスーパー

に参入している15)。さらに、 "AmazonPrime 

Now"という 1時間以内で商品を届けるサービ

スを日本でも開始した16)。これも、ネットスー

パーへの進出の布石と考えらえる取り組みである口

それに対抗する形でGoogleも即日宅配サービ

スの "GoogleExpress"を有料化してサービスの

強化を図る動きもある17)C

さらに、アメリカでは、アマゾンに対抗する新

たなサービス(配迷仲介)が始まっているc これ

は、消費者とその消費者の買物・持ち帰りを代行

する人とを仲介するサービスである。これは配車

サービスのウーパーと同様に、ネットを通じて

ニーズを持つ人とそれに応えられる人とを結びつ

けることを可能にするサーピスである18)。
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以上のような動きから、ネットスーパーの普及

への環境がますます整いつつあると言えよう。

5.中小食品スーパーの対応事例

以上、 2000年以降を中心に、日本の小売業の衰

退傾向、それに対するネットショッピングの成長

についてみてきた。さらに、期待され成長してい

るものの本格的な普・及には至っていないネット

スーノfーの動向、さらにはネットスーパーが抱え

る業態と収益性に関する基本的な問題点について

検討を加えてきた。そのような問題点を抱えなが

らも、英国では生き残りをかけた倣烈な競争が繰

り広げられ、大手小売業が9割の市場シェアを占

めていると言われている19)。日本にもそのような

日が訪れるかもしれない。もちろん、大手小売業

がリアルの市場の6割を占める英国と 2割程度に

とどまる日本とでは基本的な環境が巽なる面はあ

るが、それだけに大手小売業にとっては競争力を

発揮.しやすいネットスーパー市場により強い魅力

を感じるのではないだろうか。そのような中で、

ヒト・モノ・カネの経営資源に劣る地域密着型中

小食品スーパーとしてはどのような対応が可能で

あろうか。

本節では、地域に根差したq:I/J、食品スーパーが

共同で加工食品の仕入れに取り組んでいる

fAKR食品小売共栄会Jのネットスーパー化へ

の取り組み事例を取り上げる。

5.1. AKR食品小売共栄会の概要20)

本協同組合(近畿農政局認可法人)は、平成9

年5月に大阪市経済局ならぴ‘に大阪府中小企業団

体中央会の指導、支援を得て、大阪市内で営業す

る旧公設市場を対象に共同で加工食品を仕入・配

送するためのモデル事業としてスタートした。そ

の後、活動に賛同する中小食品スーパーが加わり、

現在では大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県の各地

に所在する44応舗 (2016年3月現在)が加盟する

組織に成長している。大手総合スーパーやコンビ

ニエンスストア等との厳しい競争の中にあって、

債務保証(取引信用保険)により商品の安定的で

安価Ijな仕入れを可能にするとともに、共同事業に
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よる共同配送、販売促進などのコストダウンにも

取り組んで、地域の消費者の生活に密着した組合

員の「商い」を支えている。

平均的な組合員庖舗は、売場面積が150---200坪、

商圏は半径約500mで、 1日あたりの来庖客数は

1.000人程度である。ただし、来庖客の7096以上

が65歳以上の高齢者で、ほとんどの人がほぼ毎日

買い物に訪れる常連客である。従って、各府舗で

は大手スーパーとは異なり、従来の小売市場の良

さを活かした顧客とのコミュニケーション(対面

販売など)を重視した庖舗運営を行っている。

5.2.組合の課題

債務保証を活用した独自の共同商品仕入システ

ムにより年間取扱高は約30億円に上るが、組合設

立以来18年以上が経過し、最近は郊外型の大型シ

ョッピングセンターだけでなく、近隣の市街地に

も大手資本の小型食品スーパーの進出が著しいこ

とに加え、コンビニエンスストアによる生鮮食品

の取扱いも加わり、組合員の庖舗では従来に増し

て厳しい競争に曝されるようになってきている。

組合としては、専門家(学識経験者、中小企業

診断士など)を交えた巡回経営指導や戦略会議を

開催するなどして「新鮮Jr安全Jr安心」を柱に、

地域で増え続ける高齢者への対応などの対抗策を

打ち出してきているが、これまで以上に消費者が

価値を感じる独自の“商品"と“仕組み"が求め

られるようになってきている。

“商品"に関しては、組合員の各庖舗では、こ

れまで個別に魅力的な産直商品等の発掘に努めて

きたD しかしながら、地方の小規模な生産者との

直接取引では、生産ロットと庖舗での販売数が合

わないことから、安定的な仕入れが困難であると

いう問題点があった。また、大手の商社経由では

競合宿との差別化に繋げることが難しいという問

題もある。

主要な顧客の高齢化が進んでいることから、い

いものや懐かしいものを食べたい、量はそれほど

いらないといったニーズへの対応、来庖しても持

ち帰り難い、あるいは来庖そのものが難しいとい

った顧客への対応がますます重要になりつつある。

そのため、宅配サービスやネットスーパーの必要



ページをIJH設する準備を進めている

参照)。

・商品での差別化を図るため、日本各地にJ9r在す

る地場の食品加工メーカーや卸業者から、これ

まであまり知られていなかった円本各地のlift産

品に絞って、ネッ トスーパー化を図る {山lりで

は取り抜っていない価値ある商品の選定、千l人

れ、そして販売するための仕組みを構築する0

・ ir~rru'd\'í械については、 仕入れ先などのl品 )J を 1~;，

てデータベースを作成することで、11:入れJU41

千?に負i'Flの少ないシステムにする。I，.J時に、 1m
品情報はネットショッピングの表示、受注、!以

先、 {t:wn翌Jlにも反映させる。 すなわち 、 Ir~ .oIl;

データベースは応舗にとっては仕入れ、!以ゾ己、

白:I，lUIi:1W.のツールとして、消費者にとってはネ
ットショッピンク'のためのデータとして、1，I'ilt1i

からの平IJJIJを阿る。

• Il'fi .0，7，の選定については 、 層~í平年の購入版以や評価

データの収集と分析を可能にする Webマーケ

テイングシステムを導入することで、隠れたj也

械の特Nz品のi望日Ij.共同仕入 !吸光をIIJ能と し、
lmlli、hifi筑:双方にとってメリットのある{I苅Ilみ

をIIi行す。

• J也JE主の特産品を扱うにあたってネックとなる生
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性はρiいものの、前節まで見てきたように、 ljtな

るネットスーパーの導入だけでは厳しい競争に対

抗できないことは容易に想像できる。

-}j、-fJ:入れはこれまで大阪商工会議所が運営

する VANサービスをf吏ってきている。それをネ

ットスーパーシステムと連携するには、 n瓦光やイ1:
}'HTtl\システムとの連携も必要になり、大きなJ~

111をfl:うことになるため、あまり現実的ではない

と45・えられる。さらに、j苫告IIi側の事的としては、
(1:入れれ1当者が進んで利用しようとするものでな

t}.れば〉主ぷーはOOlgしい。

なお、当組合は、組合員が大阪 -よそ)O!( 点目1I・

i'iHiの広j或エリアにまたがることから、その地J&

をカバーする共同配送網を1f1iえている。地)jl)'[.仏
の選定 仕入れとネットスーパーを述指させるこ

とができれば、京阪神市場で‘効果的に地方産品を

l仮先する仕組みづくりが可能になるのではないか

とJ5・えられる。

5.3.課題への対応

- rAKRごちそうさん市場J -

ネットスーパーをめぐる動向および前節の訓リ泊

に対して、次のような方針が立てられ、rAKR

ごちそうさん市場」という名称で、近く Web

消

費

者組

食
品
加
工
メ
ー
カ
ー

組
合
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庖
舗

| 共同→
.A. 
r::I 

本
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商
社

地域特産品の選択・仕入れと顧客への販売機能を持つネットスーパーの仕組み図 14
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図15 r AKRごちそうさん市場」 トップページ

産ロットとl版記数i止との調整については、共同

fJ:人れ組織としての:長所を生かして、仕入れロ

ットに対J.じした販売数祉を何ii保できる協調休日ilJ

づくりを進める。

-bU齢者を主な対象とすることから、ネットスー

ノマー化を|記lるにあたって、顧客とのコミュニ

ケーションを大半にすること、決済の安全 ・安

心の隙m、 購入したものを周ける庖~ilì .願答問

の物流の1i{lif:娘、端末のJ栄作が容易であることを
艇先する。そのため、今回の取り組みでは、あ

えて*J占による術品の受け取り 、決済を基本に
するが、述ブjなどの臨終に対しては宅配でも対

応可能とする。

• 1也j或の尚i船荷「を'IJ{、とした消費者に利用しても

らえるよう、従米の対而販売の良さを基本にしつ

つ、|北lrz-発注はスマホやタブレッ卜端末、パソ
コン等で間単に行うことが出米るようにする。

なお 、 同告I Iìから ~ili符への配送については、}，"4只

の配送では|恨持があることから、例えば、山吉IIi

顧客111]の物流のイ上手Ilみづくりが本システムの次の

課題である。例えば、即答の|窃ブJを待て近所の人

への配送に協力する仕組みづくりや、ウーパーの

ように人や ・'I[の生き11寺IIIJと配送ニーズのマッチ

ングなと'の仕組みを榊築することも考えられる。
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6.おわりに

以上、 2000年以降のネットスーパー動向と可.能

性を小光業やネットショッピングとの対比を通し

てIljJらかにしてきた。また、成長へのJVJ待が大き

いネットスーパーであるが、リアルの市場以上に

大企業が競争力;を発榔しやすい市場であること、

純粋なネットショップとは鋭、なる特性を持つこと、

収続性の1Mで大きな部!J!1を抱えていること等をIljJ

らかにした。そのような厳しい条件の中で、中小

食品スーパーがIriJrli場に参入するに当たっては、
独特-の_l夫が求められることになる。その一例と

して、本研究ではAKR食1111小必り共栄会を取り
上げた。 具体的なl~ り組lみは2016年半ば以降にな

る予定であるが、そのJ必栄をJ，~守りたい。

本研究を進めるにあたり、 AKR食品小必共栄
会からn:;E:な資料のiJUJtをいただきました。感謝
Ij.lし」二げます。

j主

l) (社)11本ネットソークインフォメーションセン

タ-Webページ、 hups:/ /www.nic目ad.jp/t.imelinc/

(2016'1": 3 JJ 21日参!!(O
2) l!./生労働省¥Vebページ、 hup:/ /WIVW. mhlw. go. 

jp/stflseisakunit suite/bunya/OO∞091025. html (2016 
年3JJ 21 n参照)0IE式名事);r ~d'J:の股J定性的におけ
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る活眼の推進に関する法律」、平成28年4月1日施行。
3)本稿では、商業統計から、食料品販売に|則辿する

業態として、総合スーパ一、コンビニエンスストア、

食品スーパー、食料品専門脂、食料品中心庖の5業

態を取り上げた。食料品専門胞とは、定められた食

品の売上が90%以上、食科品rlトi
た食品の売上が7初m郊詰以上の事梁所と定義されている。

0 4ω) 2却01臼5/0ω9町12剖l付け日続MJ(流通新H問H口)rヨ一カ堂4ω
脂、ユニー50庖計画、 rGMS大量閉山」到来、構造
不況20年、地域で存在感滞れる、ネット迎阪や専門
I占が台頭。」

5) (社)日本通信販売協会Webページ、 http://www.

jadma.org/statistics/sales_amountl (2016年 3月22
日参照)

6)寺島和夫 rr新たなコンピュータ・ネットワーク社
会」と小売流通J (f現代日本企業の情報と会計』第

5章)文真堂、 1996年11月、 pp.56-70。
7) r平成26年版情報通信白書』より
8) r平成26年版情報通信白書』より
9) rEC奮闘記丸正食品無料宅配のネットスー

パ一 生鮮品中心に月商1∞0万円」日経ネットビジ
ネス、 56号、 2∞0年3月、 pp.242-245。
10)川辺信雄「ネットスーパーの生成と発展ーパーチ

ャル・ビジネスとリアル・ビジネスの統合一」早稲

田商学、第429号.20日年9月、 pp.41-42。
11)寺島和夫 rr新たなコンピュータ・ネットワーク社

会J と小売流通J (r現代日本企業の情報と会計』第

5章)文真.堂、 1996年11月、 p.62表2より引用。
12) rクレームこそ好機JNIKKEI BUSINESS、20日.08.
05号、 pp.39-40。
13) rオムニで究極の“御用UHe"に」日続情報ストラ
テジ一、 2015年3月号、 pp.78-81。
14) r融合する倉雌と!古制iロストワンマイルの恐怖」
NIKKEI BUSINESS、2015.02.02号、 pp.28-32o
http://www.akr・kyouei(2016年3月31日参J!日)。
15) http://business. nikkeibp. co.jp/ atcl/report/I5/0617 
00004/0710∞011/?rt=nocnt、(2016年3月31日参J!日)。
16) 2015/09/16日本経済新聞 朝刊「ネットスーパー
にアマゾン「参戦」、食品や日用品、 l箱290fIJで配

送、品ぞろえ5∞o点、セブンなと1こ対抗。」
17) http://jp.techcrunch.com/20l4/ 1O/15/20141014goo 
gle-shopping.express-expands-to・more-cities-rebrands
-as-google-express/、(2016年3月31日参照)
18) 2015/12/18付け日続MJ(流通新聞)rアマゾン対
抗、光る ~1白舗米、小規模でも特徴膳〈 配迷仲

介を活JtJJ
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